
【2007年度 第 1回】

法政大学専門職大学院イノベーション ・マネジメント専攻入学試験問題

一般 ・小論文問題

問 1 下 記の文章を読んで設問に答えなさい。

まず、マクロの統計 (全産業)で 日米のROAの 時系列の推移をみると、日本では30年代初めから2000年

代初めにかけておおむね低下4LR向がみられ、ROAの 水準は、80年代初の6%程 度から90年代末には2%台

まで低下している。ただし、2002年以降については回復がみられ、2005年時点ではROAは 4%台 半ばまで

上昇してきている。他方、アメリカについては、ROAは 1990年代初めと2000年代初めにそれぞれ一時的に

落ち込みがみられるが、その他の期間においては、おおむね7%か ら8%台 で安定的に推移している。こ

うしたマクロのROAの 推移については、企業の利潤最大化行動を前提にすると、資本装備率が高いほど低

くなる一方、全要素生産性 (TFP)が 高くなるほど高くなると考えられる。このうち、資本装備率は日本、

アメリカともほぼ一貫して上昇傾向にあることから、ROAの 変化はTFPの 動向を反映している可能性が高

いと考えられる (a)。実際、ROAと TFPの 動向を比べると、日本では90年代にTFPの 伸びが大きく低下す

るに連れてROAも 低下している様子がみられる。

より詳しく企業の収益性の動向をみるために、日米欧における上場企業約4千 社の財務データによって

各地域の企業の収益性の最近の状況をみた。すると、 日米欧ともほぼ同じような動きをしており、2001年

度を底に2004年度にかけてROE、 ROAと もに大きく改善している。ただし、ROE及 びROAの 水準をみる

と、アメリカとEU諸 国の場合は、2004年度で、ROAが 7%台 、ROEが 22%台 に達しているのに対し、日

本の場合は、ROAが 5%台 、ROEが 46%台 と相対的に低い水準にとどまっている。他方、レバレッジにつ

いてみると、アメリカやEUで は、多少の振れはあるものの、おおよそ3倍程度で期間中安定的に推移 して

いる。一方、日本については、2000年度の35倍程度の水準から低下lLF向で推移し、2004年度については、

アメリカ・EUと ほぼ同じ3倍程度まで低下してきた。なお、ここで、定義上、ROAに レバレノジを乗 じた

ものがROEに なるという関係があることを考慮すると、日米欧の3地 域とも同じレバレッジとなっている

ことから、ROAの 水準の格差がそのままROEの 水準の格差になっている。

さらに、こうした日米欧の収益性の格差の背景をみるために、ROEが 売上高利益率、総資本国ほ率及び

レバレッジをそれぞれ乗じたものに分解できるとの等価関係を用いると、レバレッジは日米政でほぼ同じ

なので、日本の利益率の低さは、売上高利益率、あるいは総資本回転率の低さに求められることになる。

実際、日本企業の売上高利益率は2004年度で6%程 度であり、アメリカ・EUが 9%以 上の水準にあること

と比べると低い水準にとどまっている。したがって、日本の総資本国は率がアメリカ ・EUよ りもむしろ高

い水準にあることを考えると、日本の収益率の低さは、売上高利益率の低さに表されるように、十分なマ

ージンがとれていない (b)こ とを反映しているものと考えられる。

日本企業の収益性が低いことについては、既存の研究でも様々な指摘がなされている。例えば、企業レ

ベルの財務データを用いてROAの 国際比岐を行つた分析では、日本の場合、他の国と比べて、ROAの 企業

間のばらつきが小さく、かつ個別企業のROAの 変動自体も小さいという特徴が示されている。こうしたこ

とから、日本では、個々の企業が大胆なリスク・テイク行動や他企業と差別化された行動を示すことが比



性に結びついており 主のガバナンス機能が十分に働いていた

い可能性が指摘されている (c)。そうしたガバナンス面の問題については、別の実証分析でも指摘されて

いる。企業のROAと 企業アンケー ト調査の回答状況を関連付けた実証分析によると、投資の意思決定に当

たり部門間バランスや他社の動向といった定性的要因を考慮する傾向がある企業は、投資採算の定量的評

価を重視するドライな投資行動をとる企業と比べてROAが 低い可能性があることが示されており、かつ、

こうした投資行動の背景には、メインバンクや安定株主の影響が大きいことが示されている。

このように、日本企業の低収益性の背景には、株主によるガバナンスが十分に働いていなかった可能性

を指摘する研究が多いが、そうした投資家による圧力が小さいということと関連して、資本コス トの低さ

が結果的に企業の収益性の低さに結びついているとする考え方もある。既に第 1節の資本生産性の分析の

際に述べたように、資本コストとは、負債コストと株式資本コストの加重平均として求められるが、これ

は、企業が資本市場から負債や株主資本を調達する際に、資本提供者に対してもたらさなければならない

必要収益率を表すと考えられる。一方、企業は長期的にみれば、資本コストを上回るツターンを投資家に

もたらす投資を行うと考えられる。 したがって、投資家の求めるツターンが低い場合には、企業も低収益

のプロジェクトまで投資を行うことになり、結果として企業の収益性も低下する。こうした株主の意向は、

株主の投票権行使の程度、企業買収の脅威の程度などによって経営陣に対する伝達の度合いが異なる。日

(平成18年度年次経済財政報告より)

1 以 下の用語を簡単に定義しなさい。

(1)ROA

(2)資 本装備率

(3)ROE

(4)レ バレッジ

(5)総 資本回転率

2 以 下の設PH9に答えなさい。

(1) 下 線 (a)の 理由にふれながら、日本における200

(2) 下 線 (b)について、考えられる理由を述べなさい。

(3) 下 線 (c)について、リスク ・テイク行動、低収益、

(4) 下 線 (d)の議論の妥当性を簡単に述べなさい。

0年代初めまでのROA低 下を説明しなさい。

ガバナンスの関係を説明しなさい。

本の場合、株式の持合いやメインバンクが資本面で 蜜 金を提供していたこと

主の影響力が弱く、結果として資本コストが低く抑制されていたことが指摘されている (d)。



問2 以 下の芙文を読んで設問に答えなさい。

If thc lntemct can reach the middlc of the Amazon jungle,then it can probably reach

anywhere.

Thatts why lntel has decided to provide、vireless lntcmct access to the rcmote Braz主止an

city of Parintins,、vhich is home to l14,000 people on an island in the Amazon五vctt lntel

Chaiェ11lan Craig Barrett will chisten the setticc today as an example ofhow the company

can b点ng thc lntemctto poorer reglons ofthc world.

In the past couple oflnonths,rnore than 60 employees from lntcl and its partners have sct

up the first high―speed、vireless llatemet connection in the city as a shOwcase for Wiふ江ax,

the long―range version of WiFi wireless lntemetthat lntcl has champloned.Thc prttectis

palt of the lntcl World Allead philanthropic prograln, which seeks to b占ng wireless

lntettnct access to less"modem parts ofthc、vorld over the next fivc years,
｀`
If、ve can be successful hcre,we will replicate this in otherisolated communitics around

the、vorld whcrc electttcity and telecommunications are ullreliable,''said Oscar Clarke,

gcncral managcr for】 htel Brazil,｀
｀
If Pal・intins can do it,it can bc done anywherc.1'

Pttdntins is certainly isolated.There are no roads to the city.It can only be reached by a

12-hour boat hde from A/1anaus,the nearest largc city,or by airplane.T、 vo hydroelectnc

Plallts supply electdcit〕与but to only parts of tlle island.

The city needs lntemet acccss in part for lnedical reasons,because it has only 32 doctors

alld one hospital,Clをピke said.

WiWItax is particularly、vell suited in this case because one WiWIax radio tower can cover

30 Hlllcs or so,giving coverage to the entire city.The 300-foot WiMax toweris connected

via a satellite lil■k to the rest ofthe lntemet.

mtelis dOnating a total of 65 computers to the hospital,a community centeL and t、vo local

schools.Of thc 190 schools in the citェ only onc has lntemet access五 ght no、v.

Thc city st倒向ed as a native IIldian village alld is now famous for its Panntins Folldorc

Festival,which draws crowds from around the country.Barrett will fly into the city alld

visit four locations,each of、vhich has a WiFi、vireless Latemet network that links into the

W i M a x  n e t w o r k . C l t t k e  s a i d  l l l t e l  w a s  a b l e  t o  s e t  u p  t h c  n e t w o r k  i n j u s t  s i x  w e e k s .

Other compallies that assisted with the prttect includc Cisco Systems,Proxim Wireless,

Braziliall long―distallce providcr Embratel,Brazllian telccommunications fillll CPdQ,

Brazlllan educational non―profit Bradesco Foundation, and the Amazonas State

University.

(・WIercury ncws,sep,2012006)



(1)Intelにとつて、このプロジェクトの目的は何か、簡単に述べなさい。

(2)WiMaxと は何か説明しなさい。

(3)Parintinsとはどんな都市かを述べなさい。

(4)な ぜ Intelはこの地にWiMaxを 設置しようとしたのか。

(5)こ の記事の見出しを12字 以内で付けなさい。



【20o7年 度 第 2回】

法政大学専門職大学院イノベーションマネジメント研究科 一 般入試問題

[問題 1]以 下の話は、「イノベーションの本質」の序章のしかも冒頭に書かれている。これ

を読み、設問に答えなさい。

企業の経営やビジネスの現場で行われているマネジメン トを「知」という切り日で見ると、

非常に奥深い世界が表れてきます。

例えば、本書にも登場するキャノンでは、「セル生産方式」と呼ばれる製造方法がとられ

ています。大企業の工場では従来、ベル トコンベアを使った流れ作業のライン生産方式が

一
般的でした。これに対してセル生産方式では、コンペアを廃し、ワークセル(ネ田胞)と呼ば

れる一人もしくは少人数のチームがひとっの製品の組立工程を
一
貫してこなします。キャ

ノンの高収益は、全工場でのセル方式化による生産革新が大きな推進力になっています。

このセル方式を知の観点から切ると、どのような光景が見えるのでしょうか。
一つのエピノー ドを紹介しましょう。セル方式はキャノンだけでなく、多くの日本メー

カーで採用されています。ある有名メーカーが中国につくった生産拠点でセル方式を導入

したときのことです。これを見た中国の政府要人は、「なぜ、コンベアではなく、こんな生

産性の低そうな方法をとるんだ」と怪訪な顔をしたというのです。一方、キャノンで全工

場のセル方式化を即決したのは、御手洗冨士夫社長自身です。二人の違いはどこにあるの

でしょうか。

その中国の政府要人の目には、人は「コス ト要因」としか見えなかったのでしょう。だか

ら、できるだけ作業を分業化し、単純化して、決められたとおりの仕事を単位時間にでき

るだけ多く行わせるコンベア式の方が効率的であると考えたのです。

一方、御手洗氏にとつて、人は 「知を生む存在」でした。セル化すれば、
一
人ひとりが

多能工化します。多能工化すると職人魂が触発され、自ら創意工夫を始めます。どうすれ

ばより速く、より仕事がしやすく、より製品の完成度を高めることができるのか。作業を

常に改善し、必要に応じて工具や治具も自分で使いやすいように改良します。さらにキャ

ノンの場合、全工程を
一人でこなし、多能工の頂点に立つ 「スーパーマイスター」クラス

になると、ものづくりの全体像がわかるため、より川上の開発 ・設計部門に対して提案 し

たり、より川下の販売 ・サービス部門に対して製品のアピールポイン トをア ドバイスした

りと、ものづくりにおける
“ヘソ
ル
のような役割を担うようになります。

セル方式は一般的には、部材や設備を置くスペースや運搬のハブが省ける、仕掛かり品0日

工途中の在庫)が大幅に削減できるといつた数値上の生産性の向上が注目されます。しかし、

より大きな成果は、ものづくりに関わる
一人ひとりの知の生産性が飛P/1的に高まり、新 し

い知が次々と生まれてくることにあります。それは目には見えないため、ほとんど意識さ

れることはありません。もし、暗視スコープのように、目に見えない知の動きが見える
"



ナレッジゴーグル
“
のようなものがあつたら、そこにはきらびやかなまでの知のlll造の世

界が光り輝いていることでしょう。

野中郁次郎 ・勝見明著 「イノベーションの本質」より

問 1 こ の文章に表題をつけなさい。(10字以内)

問 2 ラ イン生産方式とはどのような生産方式かを述べなさい。(20字以内)

問 3 セ ル生産方式の利点を自身の言葉で説明しなさい。(50字以内)

間4 セ ル化ではなぜ職人魂が発揮されるのかを説明しなさい。(50字以内)

問 5 知 の創造の世界とはどのような世界であるかを説明しなさい。(50宇以内)

問 6 こ こで述べられている 「知を生む存在」は、場面を変えて、サービス、流通、マーケ

ティング、人材開発、ソフトウェア開発などあらゆるビジネスの局面で想定できますが、

そのひとつを説明しなさい。(100字以内)



[問題 2]以 下の話は、雑誌 Ttteに掲載されていた記事である。これを読み以下の設間に

答えなさい。

It IIIlay not seeIIIL hke it in the pedestrialtl'choked streets of TokyO,but」 apan is

about to get a lot less crowdedt ①Thanks to a ferilitv rate ttaぜs droDDed t0 1.25

c h i l d r e l l  D e r  W O m a n― 理e l l  b e l o w  t h e  2 1 l  l l e e d eユ t o  k e e D  a  D O D u l a t i o n  s t a b l e― t h e

n u m b e r  o f  J a D a n e s e  i s  s e t  t t  D e a k  n e x t  v e a rュ型室とhen f a l l  r a D i d l v  t o  6 4  m i l l i o n l  o r  h a l f

increase iII the elderlv DoDulatioll w11l SeVerelv strain social services.So ②poli■inian

were as hanDv as new ttthers last week when the MLnistry of Health, Labor and

Vヽelfare reported that the IIuIItlber of」 apanese births rose by 2.2%froIItl Jalluary to June

_the nrst uptick in six years.

Don't break out the cigars yet`Demographers say IIllally of these new mothers

are the thirtysomethiIIg daughters of」apaII's postwar baby boomers,belatedly settliI噂

down tO lllllarry and have kids nOw that the ecolllollny haS inally revivedt Their late start

IIIeans they're unlikely to produce the large broods」apan lleeds.()Rvuichi Kanekn,a

researcher at the National IIIstitute of population and SOciaI SecLLrity Research,says

there's■o escapiIIg this delltlographic dearthi“We have a small IIuIIIIber of youllg people

noBらso evell if each woman has a slightly ttteater number ofchildrell thall before,there

wouldn't be lflluch change."If he's right,」apall's population pl■LItlge ttall be impossible to

t u r I I l  a r o u I I d .―By B r y a I I  W a l s h , R e p o r t e d  b y  Y u k i  O d a t

Time,Sep.4,2006

問 l ① の文章を訳しなさい。

問2 ② のところで、政治家はなぜ父親になった人と同様に幸せだといっているのか。

問3 ③ で金子さんは、人口問題はどのようになるといっているのか。

問4 こ こで言われている人口問題が、今後の日本の経済にどのような影響を及ぼすかを

論じなさい。(100年以内)



2007年 度第 3回  法 政大学大学院イノベーションマネジメント研究科大学試験問題 (一般入調

[A]は 、2003年3月に経済同友会が発表した第15回企業白書『「市場の進化」と社会的責任経営』の一部であり、[B]は EU委 員会が2006年3月に発

表したCSR(Oo中orate Social ttsponsib述tylに関する文書の援件で,、これら2つを読んで、問1～8に答えてくださし、

[A]

我々は企業を次のように考える。企業は、株主のために利潤を追求するだけの無機的なマシーンとしてモデル化して捉えられるべきではない。企業は、生

身の人間がそれぞれに固有な価値観申皆好を持つて、株主・顧客・従業員などの様々な立場で参画する場であり、それらの人 が々相互に影響し合い信頼を増

つていく場であり、また、お互いの多様な利害を交換 ・調整していくバランシング・ゲームの場である。企業は、このような包括的視点で捉えられなければ

ならないと考える。

こうした我々の企業観は、網準な経済学的アプローチや法角印囀こよつて企業のあり方を考える立場とは一線を画する。そうしたアプローチでは、権力、信

頼、愛着などの非経済的動機を介して、様々なステークホルダーが相互に関係し合うという企業経営の実態を十分に把握することはできないと考えるからで

ある。

もちろん、このような認識に対する反論も当然予想される。法律的観点から、株式会社であれば企業は当然 「株主のもの」であるし、さらには、最終的な

リスクは株主が負うことになるので、企業経営は株主利益を重視すべきとの論などである。

企業経営に関わるステークホルダーのうち、真に大きなリスクを背負つているのは誰なの力、その企業以夕Hこ投資先、就業先、商品・サービスの納入先が

あるか、あるVWま地域社会の結成員として他の企業があるかといつたことについての選択の幅やリスクを考えると、必ずしも投資家のリスクが最も大きいと

ばかりは言いき,■なし、

特に、長期安定雇用を基盤として形成されてきたわが国の発$市 場の流勘性の低さや社会通念を考えた『主 ①従業員のリスクを投資家のそれより低いと見

なすには無理がある。また、株主の中でも年金基金をはじめとする巨大機関投資家などは、株価に対する影響の大きさから、かえって売り抜けられない状況

にあり、企業に対して長期的利益という観点から経営への関与を強めていることも確かである。しかし、それでも投資家のリスクが最大と言いきれるもので

はない。顧客との関係についても、 日本の商慣行は、欧米に比べて長期的・継続的取引を重視する傾向があり、そのリスクを怪視することはできなV、

もちろん、労働市場の非流動性、取引関係の長期固定化などを含めて、日本企業の経営モデルが変化に対する柔F快性に欠けていることは正面から見つめ、

それを変えていかねばならないことは明らかである。しかし、それを行つた後のことを考えても、「投資家のリスクが最後には残るから」との論は形式論の城

を出ないのではなぃだろう力、実際、労働の流動性が高い米国においてさえ、従業員のリスクについて重視する常 1市旬見解も出されている。

以上の企業観に立って考えた場合、企業と社会との関係も相互的なものとして理解することとなる。企業の存在音義や目的よ、あらかじめ固定的なものと

してあるのではなく、その時代の祖二会の価値祝やニーズ、ステークホルダーの利害や意思などとの相互関係の中で導き出されるものであり、時代とともに変

化するものと考えることがふさわし↓、 また、企業と社会の関係は、企業が社会からの要請を受けるという一方向の関係にあるのではなく、企業からのlllき
力対すによつて個人や社会の価値観にも影響を及ぼすという双方向の関係として捉える必要がある。

(中   田 翻

高度成長の終焉、バブルの崩壊とともに、日本社会はよリドラスティンクな転換期に差しかかつている。それは、ポストエ業化 (サービス化・知識産業化)、
グローバル化、IT化、少子高齢化といつた経済社会の構造転換であり、55年体制の終焉という政治の構造転換であり、llPOな どの市民社会の興隆、さらに

は戦後教育の見直しをも含めた大転換である。こうした社会環境の変化の中で、企業の社会的責任をあらためて検討する必要が頭著になってきた。そのIIP由

は、以下の4点である。

第1に、グローバル化の中で企業の活動領域が広がり、一企業が社会との間で与え、与えられる影響も格段に大きくなつたことである。特に日本企業にと
つては、中国などへの海外進出による国内l―L用の維持に関する問題、進出先での環境やビジネス慣行に絡む問題など、その影響は広範である。また、第2の

ポイントとも関連するが、欧州において R②時杵売可能な発展Jに 向けて企業に相応の責任や負担を求めるという功市・民間が一体となった要討は、グローバ

ル市場を通じて日本企業にもインパクトを与えている。こうした要請は、企業活動の社会に対するネガティブな要因の削減を求めるとともに、ポジティブな
要因を積極的に評価しようとする面もあり、企業のCSRに 対する認識を、従来のように受身的に 「コストJと 捉えるものから、「投資」という前向きの認識
へ転換していくことを求めてV るヽ。

第2に、市民の意識変化とrr化による多くの1青報と専門知識の獲得を背景としたトロ0な どの市民佃縦の興隆である。これらの組搬は、的市や企業の行動
に対する監i見とサ畔」を5強めると同時に、専門知識をベースにした提案活動をも行っている。また、彼らは膨らむ財政赤字や r71、さな閉打」「官から民へ」の流
れの中で、痩せ細っていく公共性の新たな担い手として期待されるとともに、企業にも担い手としての負担を求めている。

第3に、世界レベルで繰り広げられる様々な経営モデルの流行の中で、ここ十句立のわが国経営者、経営理論家の主たる視点が、③いわゆる
“
米国刑轡ず

の過度の行き過ぎの影響を受けて、かなり極度に投資家へのリターン重視に傾きiBぎているきらいがあり、このままでは企業の持続可奇旨性に問題が生じかね
ないと考えられることである。これは、企業が本来あるべき姿に戻るということにほかならない。

第4に、個人の価値観が、新ししⅥ動き方やライフスタイルを求めて大きく変化してきていることである。かつてのような
“
企業戦士白ザ ライフスタイルは、

家庭の崩壊や教育の荒廃、人間関係の希薄化など、20世紀後半の経済の発展がもたらした多くの社会問題と無縁ではないとの反省が、経営者の間でも広まっ
ている。 (「|]冊各)

このように増大する一方の社会の要請に対して、企業側からは当然の如く警戒同心が出てくる。そこまで企業に責任を負わせることは、企業本来の利益創
造機能を損なわせるとの反論も根強く存在する。事実、欧州においても、企業責任を声高に主張する勢力と、それに抗しようという企業のほ度のせめぎ合い
が垣間見られる。こうした責任をアサインするのは、本来は政治の鶴 11であろう。しかし、すべてを政治の場に持っていくことは、徒に利害対立を煽ること
も予想さ,ヤ早策とは″8えなぃ。

望ましいのは、そうした役割を強制されるのではなく、自発的に担おうとする主体同士が対話と協働、すなわち、セクターを超えたコラボレーションを週
して効果をあげていくことである。啓発された企業が、啓発された消費者、投資家、市民団体などと連携し、自発的な公共責任のネットワークを一歩一歩広
げていくことにしか、良い解決策への正道はないと思われる。それこそが市民社会 (シビル・ツサエティ)の 本来の意味する状態ではないだろう力、
企業は社会的存在である一方で、利益をあげなければ存続し得ないことも事実である。社会のどの要請にどう応える力Wよ、株主への配当、消費者への価格、
従業員への賃金といった分配上の調整や、個別企業が自ら定めるミッションとの関連などを勘案し、取捨選択されるだろう。ただし、その選択に関しての説
明責任は、必ず問われることとなる。 したがって、企業径営者はその取捨i選択に関して社会の納得を得られるような判1坊基準を持つておく必要がある。
企業の社会的責任の中には、法規制や社会で一般的に受け入れられている規範や習慣に企業行動が沿つているかどうかを問う、いわゆるコンプライアンス

(法令・倫理等連守)の 掴戒がある。ここに属する責任に応えないことは、株圭利益にも悪影響を及ぼす。度重なる企業不祥事によつてこの部分に対する関
心が高まっているが、これは企業として最低限の責任であり、我々が考える社会的責任の一音冊こ過ぎない。
一方、社会的価値、人間的価値などの新たな価値創造を含む前向きな社会的責任の担い方、すなわち社会的責任のポジティブ・リストと捉えられる領域が
ある。この領域の活動には、直接ある↓Wまln_期の株主価値増大に貢献するものとそうでないものがあるが、心ある経営者で長期的にも株主の利益につながら
ない行動を考えることはます

｀
皆無と言つていし、④企業として直接あるいは短期的に株主利益につながらない行動を、その時々にどの程度まで拡大する力Wま、

その企業の経営資源の能力、株主の理解、企業のミッションなどとの関連で総合判断されることとなる。
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Cottora後的cial tttqPonSIb述ty(CSRlis a concept whettby compames油ettate social and enwlolmenttt concems ul thett busuless operatiOns and ll■

thett hteractoll with thett stakeh01ders on a volunttty basis ltis about ente中口ses decldlllg to go beyond lll■IWllum legal reqtwements and obllgations

s t e m m t t g  n o m  c o l e c t i v e  a t t e e m e n t t  l l l  o r d e r  t o  a d h e s s  s o c t t t a l  n e e d s  T h ・o u ぶ C S R , e n 悔 叩 占s e s  o f a l l  s t t e s , h  c O O p e r a h O n  w i t l l  t l l e r  s t r a k e h 。l d e も,

can helP的 距 cOncle ecOnOIIllc,SOCial and enwiЮ nlnental al■ lbijも ns tt suh,CSR has become al■ ■ncreaslngly impoltant con∞ pt both g10bal137 and

witlun the EU〕and is pral・t of tlle debate about globaLsation,compedt市cness and ttstmlab述け In E岬9pe,the prOmodon of CSR ttaectt the need to

defend common vallles and lllcttase the sense ofsoLdal■ty and cohesiOn

Sulce the end ofthe Coldミミ the mttket economylhas Pre、/alled tlu・Ougl10ut most ofthe worldヽ咽ヽ e tlus has oPened up new oppOltu瓦ties for busllless,

i t  a l s o  c t t a t e s  a  c o E e s p o n d L g  n e e d  t t  s e F L l u t a t t n  a n d  m o b t t s a t i O n  o n  t l l e  P a l t  O f t l l e  b u s h e s s  c o m m u n■
t t■n  t h e  l l l悔沌 s t  b f s o c i a l  s t a b出け a n d  t h e

w e l l‐b e L 1 8  o f I■o d e r n  d e m O c r a t i c  s O c i e t i e s  M o r e o v e■w i t l u l  t h e  E U , b e t t e r  r e俳せa t i o n  a n d  t h e  p r o m O t l o n  o f e n t l・c P t t n e t u■a  c d t w e  a r e  n o w  h g l l o n  t h e

EllコDpean agenda,as colm■■led by the ComllllssiOn'S2006ムご■lllal PrO既●ss Repol・ton GコDコth and」obs The COmliss10n is comlmtted to pコDmOthg the

competitiveness ofthe Euttpean economy ln tl■e context of the陀launched Lisbon Paltnersl■p for Grov,th and」obs ln ttll■lit cans On the ElulЭpean
busllless con■コnuコdけtO pubLcly demonstl・ate its comlllltment to susttable deve10pment,econonuc growth and more and betterjobs,and tO step up i偽

commttment tt CSR,mcludlllg cooperation with Otller stakeh01dett Cttlott than ever El曽〕De needs ac体′e entrepttneuぃ:posittve atttlldes tOwards

entttprenellrshp.and collndence alld tl■lst h bushess Eulope needs a pllbttc chIIate h whch entttpreneurs are appttciated notillst for m出血宮a

質o o d  p t t i t  b u t  a l s oおr m a臨 宮a  t t i  c o n t i b u t i Qェ的a d d t t s s h t t  c e此施 s O c i乱』c l l t t e n g e s .

(中   略 )

EuЮpe needs busIIless to do what it does bettito p的宙de products and sα宙ces tllat add value fOr socteけand tt deploy entl・eprenelu■al spht and

cttatlvlけ的wttds v』ue and emplりment creation HoweverEwOpe does not needjustbushess but soci』Ⅲ respOnslble bushess that takes its shtte Of
responslbJLけfor the state of Europeal■afttdrs ln its contl■butlon to the M卸3h2005 Spl■llg Councユ,tlle Com航ssion ttcogr工sed that CSR“can play a

key role in contttblithg tO stlstaulable development whJe elulanc.lg Ettropet hnovajve potelatial alld competltiveness" In the SOcitt Agelada,the

Comll■lssion announced tllat it M′o■lld,lll cO‐Operation、,■tll江ヽember States and stalleholders,present lI■ltiatlves to ftlltller enhance the deve10pmellじand

tl・ansPttenCy ofCSR In the revlsed Stlstallaable Development Stl・ategy the CollllllISSiOn caled“on the btlshess leaders and other key stakeholders of

E u t t p e  t o  e n g a t t  l l l  w g e n t  r e a e c t i o n  w i t l l  p O u d c a l  l e a d e r s  o n  t h e  m e d u mヽa n d  l o n g‐t e r m  p o h c i e s  n e e d e d  f o r  s u s tぷa b t t t y  a n d  p r o p o s e  ⑥a m b i d o u s

bushess ttspOnSes wl■lch go beyond e対st■ng mlIMIlllm iegal requiremellts''

問1 下 線部① 「従業員のリスク」とは何でしょう力、具体的に説明してくださV、

問2 下 線部② 町1常売可能な発展」を英語で表現してくださし、

間3 下 線部③ 「いわゆる
“
米国型経営

"」
とはどのような経営でしょう力、具体的に説明してくださV、

間4 下 線部④ 「企業として耐安ある↓Wま短期的に株主和l益につながらない行動」だけれども、中長期的に見ると株主利益につながる行動と|まどのようなそ予
動でしょう力、具招韓旬に述べてくださし、

問5[B]で は、企業の社会的責任をどのように定義しています力ち簡潔に述べてくださし、
問6 下 続部⑤を日祷 コこ翻訳してくださし、

間7 下 線吉口⑥について、EUは 企業にどのような行動を求めているでしょう力、簡潔に述べてください。

問8 経 済同友会のCSRに ついての考え方とEU委 員会のCSRに ついての考え方の共i臣点と差異について、[A]と [B]の 文書に述べられている範囲内
で箇条書きにしてまとめてください。

(以 上 )
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